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1. 背景と目的

2001 年から 2005 年にかけ，国連の主導により

地球規模の生態系アセスメント「ミレニアム生態

系評価」が実施された。その結果，サンゴ礁やマ

ングローブ林の世界的な消失・劣化や，水産資源

の乱獲などが指摘されている。我が国沿岸域の藻

場についても，1978 年から 1990 年の 13 年間で

6,403ha の面積が消失したとされており，これが

沿岸域における魚類生産や水産業に大きな影響を

与えてきたと考えられている 1）。2010 年に愛知県

で開催された COP10（生物多様性条約第 10 回締

結国会議）では，陸上生物資源だけでなく，海洋

生物資源についても，生物多様性に配慮して持続

的に利用するための適切な措置をとるよう各国に

促すことなどが決定された 2）。

2011 年 3 月には，「海洋の生態系の健全な構造

と機能を支える生物多様性を保全して，海洋の生

態系サービス（海の恵み）を持続可能なかたちで

利用すること」を目的に，「海洋生物多様性保全戦

略」が策定された。亜寒帯から亜熱帯まで，多様

な生態系を有する日本の浅海域では，人々がその

海の恵み（生態系サービス）を長年にわたり享受
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してきたとされている 3)。 
 このような背景のなか，日本では全国的に，藻

場や干潟の再生，創生，保全などの活動が行われ

るようになった 4）･5）。これらの活動は，「里海づ

くり」，「里海創生活動」とも呼ばれている 6）。 
 しかし，各海域の生態系の構造や機能，そして

その利用形態が異なれば，適した生態系保全方策

は異なる 7）。環境省「里海ネット」によれば，里

海創生活動には 7 つのタイプがあり，漁業者等が

活動の中心となる「漁村型」や，都市近郊の市民

による活動が中心となる「都市型」，流域，都市，

漁村が重なったエリアにおける「複合型」などが

挙げられている 4）。 
 このような地域特性，すなわち，生態系の構造

と機能，および，利用形態の相違には，さまざま

な要因がある。藻場生態系については，まず，気

候，海流，流氷の有無，地形などの物理・環境条

件の相違があり，さらにそれらを基盤としている

種の多様性や，その相互作用も異なるであろう。

また，利用形態の相違の背景には，周辺の人口や

後背地の面積，大都市からのアクセス性といった

地勢的条件の他，その藻場を利用している産業の

種類や規模といった社会・経済条件の相違もある。

さらに，海水浴文化や環境保全意識の高低など，

文化的条件の相違も要因として挙げられる。この

ような違いによって，藻場の保全・再生活動の目

的や具体的方策も異なると考えられる。 
 本研究は，生態系の機能と構造，利用形態の相

違などを考慮に入れ，藻場周辺域の保全方策を考

察した点が特徴的である。対象地域は，北海道・

能取湖と瀬戸内海・大崎上島周辺の浅海域である。

両地域は自然科学的な研究の蓄積が進んでおり，

また北と南で大きく地域特性が異なると考えられ

る。両地域で，多様な生態系サービスとそれらを

享受する多様な利害関係者（Stakeholder：SH）

を特定するとともに，その利害構造を把握する。

さらに，2 か所の利害構造を比較することにより，

地域特性に応じた藻場の保全方策を考察する。 
 

2. 対象と手法 

2.1 調査対象地域 
 北海道能取湖は，オホーツク海に面した亜寒

帯生態系である。藻場周辺では，ホタテガイ養

殖漁業やホッカイエビの漁獲などの，いわば

「少魚種多漁獲」型の漁業が営まれている。ま

た背後の陸地では広大な耕作地を利用した農業

が営まれている。北緯に位置しており，夏季の

海水浴はほとんど行われず，冬季の流氷を対象

とした観光関連産業が盛んである。また周辺で

は，釣り，野鳥・植物観察，サイクリングなど

のレジャーが行われる 8)。 
 一方，広島県大崎上島は，瀬戸内海の温帯生

態系である。その藻場海域では，メバル，カサ

ゴ，アイナメなどの漁獲や，ヒラメ養殖漁業な

どの，いわば「多魚種少漁獲」型の漁業が営ま

れている。また陸地では山の斜面を利用した柑

橘類の栽培が農業の主体である。夏季には海水

浴などのマリンレジャーが行われ，その他にも

磯の自然観察会など多様な浅海域の利用形態が

ある 9)。 
 
2.2 Stakeholder 分析 

 Stakeholder 分析（以下，SH 分析）は Freeman
（1984）において提唱され 10)，主に経営学分野に

おける企業組織内のプロジェクト管理や，企業の

社会的責任(CSR)の明確化を目的として理論化と

実証研究が進められてきた手法である 11)。その後，

利害関係者の特定や利害関係の構造把握といった

分析事例が蓄積され，その分析結果に基づく利害

対立の解消や，効果的な改善方策の立案にも寄与

することが示された。よって，環境政策 12)や保健

政策 13)といった経営学以外の分野においても広
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く用いられるようになっている。近年では，ダム

や道路など社会資本整備を行う際の利害構造の把

握 14)・15)や，交渉の際の紛争アセスメントにも利

用されている 16)。 

 日本の沿岸域においては，これまでも漁業者と

一般遊漁者の間で多くの紛争が発生してきた 17)。

沿岸域の埋め立てや発電所の建設の際には，漁業

者や環境保護団体からの頑強な反対もある 18)。同

様に，藻場の保全・再生を考える際にも，周辺の

生態系を取り巻く多様な利害関係者が存在する。

このような問題に対して，SH 分析を導入するこ

とで，SH 間の軋轢を最小限に抑えるとともに，

効果的な方策の策定が可能となる。 
 SH 分析は，まだ手法としての歴史が新しく，

また企業経営においてオーダーメイド的に用いら

れることが多かった。そのため厳密な分析手順が

確立されていない部分も多く，分析対象や分析者

に応じて多様な手法が採用されている 12)。ただし，

一般的な SH 分析の手順は，以下の 3 つのプロセ

スに表すことができる。 
（1）想定される SH の洗い出し 
（2）想定された SH を対象とするヒアリング調

査の実施 
（3）SH テーブルによるヒアリング結果のまとめ 
 
 （1）について，本研究ではまず浅海生態系を専

門とする生態学者へのヒアリングを行い，藻場が

有する機能と生態系サービス1の整理を行った。そ

の後ブレインストーミングにより，各生態系サー

ビスに対応する SH の洗い出しを行った。 

                                                  
1 本稿では，ミレニアム生態系評価で使用された次の 4 つの生態系サービス 1）を用いて論述を行った。1．供給サービ

ス（食料の提供など），2．調整サービス（気候調整など），3．文化サービス（レクリエーションなど），4．基盤サービ

ス（栄養循環・土壌形成など） 
2 SH 分析の手法についての概説が記されている『A Guide to stakeholder identification and analysis techniques』19)

（Bryson,2004）の「Stakeholder-issue relationship map」を参考に作成した。 
3 ヒアリング対象者と専門分野：小路淳（広島大学：海洋生態学），千葉晋（東京農業大学：進化生態学，水産科学），

堀正和（水産総合研究センター：海洋生態学） 
質問内容：1．藻場周辺域における生態系の機能の作用と連関構造の確認，2．ヒアリングすべき SH と実態の確認 

 （2）は各 SH の関心事項や，SH 間の利害関係

を抽出していく作業である。北海道能取湖と広島

県大崎上島について，（1）の作業で特定した SH
に対しヒアリング調査を実施した。また，「スノー

ボールサンプリング」（芋づる式サンプリング）を

実施し 15)，（1）の作業で想定されなかった SH の

掘り起こしを行った。 
 （3）は，ヒアリング調査の結果を SH テーブル

の形式にまとめ，利害構造を整理する作業である。

SH テーブルを用いることで，各 SH の心情を理

解しつつ，利害の対立をなるべく小さくする方策

の策定が目指される。しばしば，重要度や関心度

に応じた得点化が行われることもあるが，その理

論的な基礎は未だ確立されているとはいえず，恣

意的な定量評価にならないよう慎重な扱いが必要

である。よって本研究では，SH テーブルの形式

でまとめた後，その構造を簡単なポンチ絵で可視

化することを試みた2。 
 
3. 結果 

3.1 藻場と干潟が有する生態系の機能 

 文献調査 1)･20)-23)と生態学者へのヒアリング3を

行った結果，藻場生態系の機能として，①経済活

動に直接寄与する機能，②水産資源の育成環境を

提供する機能，③海域の化学的および物理的環境

を保全する機能，④干潟域への波及効果機能，⑤

環境学習や保全活動に貢献する機能，があること

が分かった。なお，藻場から付着藻類が供給され

干潟の貝類が育成されるという関係があるなど，

藻場と干潟には生態的な連関があり，その連関は
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自然科学分野で重視されているという結果を得た。

そのため干潟を藻場周辺域に含めることとした。

 図 1に，藻場が有する生態系の機能を階層化す

るとともに，経済活動で享受されるサービスと想

定される機能を示した。

 各機能の詳細と享受される生態系サービスは，

以下の通りである。

①経済活動に直接寄与する機能

藻そのものの提供，流れ藻および寄り藻の提供，

ダイビングスポットや景観資源等の提供などが挙

げられる。資源供給サービス，文化サービスは，

マリンレジャー，観光関連産業などの関係者に寄

与する。

②水産資源の育成環境を提供する機能

魚介類の産卵場や，稚魚の生育場，餌場の提供

機能が挙げられる。これらの機能は一般的に「海

のゆりかご」や「避難シェルター」の機能とも呼

ばれる。藻場で育成された食用の水産資源は，資

源供給サービス享受者の漁業や遊漁関係者によっ

て漁獲される。

③海域の化学的および物理的環境を保全する機能

光合成や土壌保全等があげられる。一般に藻場

は，光合成による二酸化炭素の吸収および酸素の

発生とともに，リンやチッソなどを吸収する水質

浄化などの化学的環境の保全機能を持っているこ

とが知られている。また，根を底質に張り巡らし

た植生であることから，土壌や底質の保全や，波

浪を安定化させ水産資源の生育場として有効に機

能させるといった物理環境の保全も担っている。

基盤・調整サービスを提供する機能である。

④干潟域への波及効果機能

アサリなどの水産資源や，観光資源としての植

物や野鳥の育成の促進等が挙げられる。アマモな

どの葉上に付着した葉上付着藻がエサとなり，干

潟域の生態系の健全化が図られることや，酸素の

供給や水質浄化の機能，また土壌および底質の保

図 1 藻場の生態系の機能・サービスと主要な経済活動 
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全機能についても干潟域への一定の波及効果があ

る。干潟の資源供給サービス，文化サービスは，

漁業や遊漁関係者，またマリンレジャー，観光関

連産業などの関係者に寄与する。

⑤環境学習や再生活動に貢献する機能

子どもや一般住民に上記の 4 つの機能を教え伝

えるなどの環境学習を行う活動者が存在する。ま

た藻場や干潟に対する保全や再生活動に関わる活

動者が存在する。これらの活動者は，一般的に文

化サービス享受者であるといわれる。

3.2 SH の抽出 

 図 1に基づくブレインストーミング，および，

現地の利用形態に詳しい浅海生態系研究者へのヒ

アリング結果を基に，SH の抽出を行った。その

結果，藻場の機能を利用した経済活動として，藻

の直接採草，流れ藻や寄り藻の利用，ダイビング

やシュノーケリング，遊覧観光，漁業や遊漁を抽

出した。藻場から近い距離で利益を受ける SH と

して，採草や寄り藻および流れ藻の利用を行う家

庭菜園者や地域内住民を抽出した。水産資源の管

理および，沿岸域の管理等を行っている SH とし

て，漁業協同組合，公共団体，研究所等を抽出し

た。観光分野では，ダイバーや，観光客の受け入

れや PR 活動を行う団体等を抽出した（表 1 およ

び表 2を参照）。

3.3 利害関係の把握と整理 

 これらの関係者に対して，藻場の利用状態とそ

の実態について聞き取りを行った。ヒアリング調

査は，2013 年 6 月と 8 月に北海道網走市能取湖

で行った。また 7 月と 9 月に広島県大崎上島町と

竹原市で行った。ヒアリングでは，浅海生態系の

機能・サービス図（図 1）を対象者に提示しなが

ら，以下の質問項目を用意し聞き取りを行った。

＜質問項目＞

 活動に利用する主な機能

 関心のある機能

 藻場が減少した際の経済的な影響

 藻場や干潟に対して行っている保全活動

 活動を阻害する他 SH の活動や行動（利害

対立）

 問題解決に繋がる科学的情報と検証の方

法

 当初に想定した以外の機能や経済活動

3.4 北海道 能取湖の SH テーブル 

ヒアリング調査から特定できた SH を表 1 に示

した。表には浅海生態系の各機能に対する，直接，

間接利用の数を示した。各機能を利用する SH 数

が多いほど SH 同士が競合しやすくなり，利害調

整や合意形成の必要性が高くなるものと考える。

 まず能取湖では，藻場が有する水産資源の生育

場，産卵場，餌場としての機能と，観光資源の生

育機能を利用する SH が中心であることが明らか

となった。

 干潟では，アサリの潮干狩りが行われており，

干潟域の水産資源を利用する SH が存在している。

サンゴ草（アッケシソウ）を鑑賞する観光客や野

鳥の観察を行う観光客が存在し，干潟を観光資源

として利用する SH が存在することが確認できた。 
 同じ漁業であっても，利用する海域ごとに漁法

は異なる。能取湖における漁業では，多様な漁具

がそれぞれ特定の場を漁場として利用されている。

そのため，以下のように漁法別に SH として扱う

ことが望ましいと考えられた。

・ケタ曳漁業に携わる漁業者（ホタテ成貝，ウニ）

（化学的，物理的な環境の形成機能を利用）

・ホタテ稚貝養殖業に携わる漁業者（ホタテ稚貝） 

（化学的，物理的な環境の形成機能を利用）

・カゴ漁業に携わる漁業者（エビ，ツブ）
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（藻場内の水産資源を直接利用）

・採介藻漁業に携わる漁業者（アサリ）

（干潟における水産資源の育成機能を利用）

・その他の漁業に携わる漁業者

 漁協へのヒアリングでは，能取湖に隣接する網

走湖周辺と能取湖周辺の管理体制の違いを確認で

きた。もともと，能取湖と網走湖では，特に雪解

け時の農業排水，工業排水による水質汚濁が共通

の懸念となっていた。網走湖においては，それま

で漁家と農家の間には頻繁な交流はなかったもの

の，2011年に「農業漁業連携推進協議会」が結成

されて以降，周辺の 2漁協と水源に位置する農協

の連携がすすんだ。その結果，水源から湖沼や河

表 1 藻場が有する生態系の諸機能に対する各 SH の利害の関係構造（SHテーブル：能取湖） 

表 2 藻場が有する生態系の諸機能に対する各 SH の利害の関係構造（SHテーブル：大崎上島） 
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川を通じて藻場などの管理体制を整えることが可

能となった。一方，能取湖では，お互いにアルバ

イトを依頼する関係にあり，同じ町内会に所属し

ているなど，漁家と農家間の人的交流が盛んであ

った。その結果，親密であるがゆえにお互いに遠

慮が生まれ，雪解け時に農場の除草剤が河川から

能取湖内に流入しているのではないかなどの懸念

事項を通達し，お互いが調整することが困難にな

っていることがわかった。

3.5 瀬戸内海 大崎上島の SH テーブル 

ヒアリング調査から特定できた SH を表 2 に示

した。大崎上島では，藻場を採草対象として利用

する SH，寄り藻や流れ藻を利用する SH，またシ

ュノーケリングスポットなど観光資源として利用

する SH が存在することがわかった。温暖な海域

であるため，海水浴文化など「海に親しむ文化」

が浸透していると考えられる。

化学肥料が用いられる以前の昭和 30 年代まで

は，アマモは農場肥料や土砂崩壊を防止する枕木

として利用されていた。また農家が農船でアマモ

を採草する姿も瀬戸内海でみられたという 24)。こ

の利用形態は現在も存在し，農場では主に化学肥

料や有機肥料が施肥されるものの，自家菜園では

流れ藻や寄り藻が肥料として利用されることがあ

るとのことである。また瀬戸内海の沿岸域には，

洞窟の中を高温のサウナにして，疲労回復や滋養

に利用する「石風呂」と呼ばれる施設が存在して

いる 25)。施設数は年々減少傾向にあるが，乾燥し

たアマモが敷き詰めて利用されることもある。

 以上のように，アマモの採草対象としての利用，

寄り藻や流れ藻の利用，さらには藻場そのものが

観光資源として利用されていることがわかった。

干潟域の水産資源を利用する SH も存在しており，

藻場や干潟が有する機能に対して，SH が多様な

利用形態をとっていることが明らかとなった。

 能取湖と同様に，同じ漁業でも漁具ごとに利用

する海域は異なる。よって以下の漁業者を異なる

SH として扱うことが望ましいと考えられた。 

・「藻立て網」と呼ばれる刺網漁業に携わる漁業者

（藻場内の水産資源を直接利用）

・ヒラメ養殖業に携わる漁業者（稚魚，成魚）

（化学的，物理的な環境の形成機能を利用）

・その他の漁業に携わる漁業者 

3.6 利害構造の地域比較 

 ヒアリング調査を通して，両地域ともに，釣り

人，レジャー利用者，密漁者，ゴミ投棄者の実態

の把握が困難であることが確認できた。特に多く

の SH が密漁者とゴミ投棄者に対して懸念を示し

ていた。密漁者とゴミ投棄者は，生態系のサービ

スを享受しているものの，「違法」という観点から

生態系の機能へ悪影響を及ぼし，また他 SH と競

合状態を起こしている SH として選定した。 
 表 1および表 2を，機能別に縦向きに見ること

で，同じ機能に対して複数の SH が関心を寄せ，

生態系の各機能を利用した活動を行っていること

が確認できる。両地域ともに，漁協と漁業者は，

藻場周辺域で経済活動を行い，周辺域の生態系の

機能に強く依存する SH であることが確認できた。

そのため，特に「水産資源の育成機能」を例にと

り，生態系サービスの利用に関する SH 間の利害

構造の地域差を確認した。両地域の利害構造を表

現したポンチ絵を図 2-1および図 2-2に示した。

また表 3 に，生態系の機能やサービスの地域特性

と，そこで実施されている主要な方策を整理した。 
能取湖と大崎上島では，SH 数に顕著な差が見

られる。まず能取湖では SH 数が少なく，利害関

係の構造が比較的シンプルであり，藻場の資源供

給サービスと干潟における文化サービスに関わり

のあるSHが多い（表1）。特に藻場の管理は漁協，

漁業者が主体となり強い管理体制をとっているこ
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とが特徴的である（図 2‐1）。しかし，地域住民

からは「昔とは異なり，浅海域での自由な行動が

難しい」という意見もあった。

 対して，大崎上島では，供給，文化，調整，基

盤という全ての要素に対する多様な SH が存在し，

また関心を示していた。能取湖に比べると SH の

数が多く利害関係の構造が複雑であり，能取湖に

比べてレジャー利用者の規模が相対的に大きい。

また環境学習が盛んで基盤，調整サービスに関心

や懸念を示す SH が多かった（表 2 とヒアリング

結果）。また，漁協へのヒアリングでは，「監視体

制は強固ではなく，釣り人や密漁者などの SH の

実態把握は困難である」という結果を得た。その

ため藻場に対する管理体制は能取湖と比較すると

弱く，漁業者とレジャー利用者との競合など，SH
間の競合がみられることが分かった（図 2‐2）。

4. 考察

4.1 管理体制の地域差

利害構造の地域比較を行った結果，管理体制の

図 2－1 水産資源の育成機能（資源供給サービス）の利用に関する SH 間の利害構造（能取湖） 

図 2－2 水産資源の育成機能（資源供給サービス）の利用に関する SH 間の利害構造（大崎上島） 
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強弱で SH 間の競合状態が異なることが明らかと

なった。特に大崎上島の漁協へのヒアリング結果

から，レジャー利用者や密漁者の実態把握が困難

であることが，管理の体制が弱体化する一要因で

あると考えられた。

表 1 と表 2 の比較結果から，地域間で，SH の

数，SH が享受する生態系サービス，SH が関心を

示す生態系の機能，そして利害関係の構造が異な

ることが明らかとなった。能取湖と大崎上島では，

各 SH が享受する生態系サービスの違いが利害関

係の構造や社会の違いを生み出していることが推

察される。また，利害関係の構造や社会の違いが，

各 SH が経済・文化活動を通して生態系の構造を

改変する形で，享受する生態系サービスの違いを

生み出しているとも推察される。図 1で示したよ

うな生態系の構造内で，要素間の作用連動があり，

また両地域でその機序は異なっていると考える。

そのため藻場周辺域の管理政策において，能取湖

と大崎上島を画一的に扱うことは適切ではないと

考える。

4.2 社会の違いが利害構造に及ぼす影響 

 既述のとおり，能取湖の漁協へのヒアリングで

は，網走湖と能取湖の管理体制の差を確認でき，

両地域の利害関係の構造は大きく異なっていた。

一般的に，能取湖のような SH 同士の頻繁な交

流は利害調整を円滑にする方向に働くと考えられ

やすい。しかしながら能取湖の事例はその正反対

の状況に陥る可能性があることを示している。水

質の汚濁に関する直接的な SH である漁業者や農

業者のみでは，利害関係の調整を効果的に進める

ことは困難であることがわかる。そのため，行政

機関や研究者などが第 3 者の立場から，科学的知

見に基づいた調整を行うことが有効と考えられる。 

4.3 地域特性に応じた方策 

 また行政へのヒアリング結果を示した表 3のと

おり，両地域ともに，様々な SH が利用している

多様な生態系の機能やサービスを保全，管理する

対策が採られている。しかしながら，各機能やサ

ービスに対する個別の対策は行われているものの，

機能やサービス全体を一括管理する体制は存在し

ていない。両地域ともに多くの SH から，特に基

盤・調整サービスへの関心と懸念が示されていた

表 3 生態系の機能・サービスの地域別の利用特性と主要な保全・管理の対策 
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が，個別の各対策だけで全ての SH の懸念を解消

することは困難であると考えられる。個別の各対

策が，全体的な管理方策に対して，最適に機能す

るための考慮が必要であると考える。

 能取湖では，資源供給サービス（水産資源の育

成機能）に依存する SH（漁協や漁業者）の利害が

中心となっている。そのため，藻場管理政策の失

敗は漁協，漁業者の経営弱体化，そして管理の弱

体化に繋がり，より他 SH との競合を招きやすく

なる。競合の増加は周辺の社会構造の毀損へ影響

してしまう可能性があり，政策の選定には注意が

必要であると考える。表 1とヒアリング結果から，

水産資源や観光資源の管理，ゴミの不法投棄の管

理，密漁の監視等が，特に SH 間の調整を行うべ

き具体的な項目であることが明らかとなる。また，

ヒアリング結果を通して，周辺地域からの排水と

アマモの減少要因の関係や，貧酸素層の形成要因

の解明なども対策が必要な項目と考える。

 対して大崎上島では，藻場・干潟が有する生態

系の諸機能に関わる SH の数が多く，またそれぞ

れの関心事項も多様であり，表 2をみると各機能

に対して競合する SH が多く，利害構造が複雑で

ある。供給サービスの利用のみならず，シーカヤ

ック，漁業体験や農業体験，また一般住民を対象

とした環境学習なども行われており，文化サービ

ス利用が盛んであることが特徴的である。アマモ

の採草利用や寄り藻の利用が行われ，アマモ自体

の資源供給サービスを享受する SH がいることが

特徴的である。そのため大崎上島においては，機

能やサービス全体を一括管理する体制の構築が困

難な現状（表 3）においては，生態系の機能ごと

の各 SH の関心および利害関係をカバーすること

が可能な，柔軟できめ細やかな方策を選定する必

要があると考える。特に遊漁（文化サービス）と

一般市民（基盤・調整サービス）に対して，懸念

の払拭や関心の増加，各 SH 間の競合解消に繋が

るような適切な配慮と施策が重要であると考える。 
 以上の考察から，能取湖では漁協や漁業者を中

心としたリスク回避的な保全や管理の対策が有効

であり，大崎上島では，観光やレジャーの実態把

握と管理体制への参画を促進していく対策が有効

であると考える。

SH が関心や懸念を示す機能やサービスは地域

ごとに異なっていたことから，科学的な知見の需

要と提示先には地域差が存在していることがわか

った。能取湖では特に資源供給サービスに関する

知見が重要であり，大崎上島では特に資源供給サ

ービスに加えて基盤，調整サービスに関する知見

が重要であると考える。このように，生態系機能

とサービス全体を視野に入れた，地域の利用実態

に考慮した管理方策の組み合わせを検証，採用し

ていくことが必要である。

5. 今後の課題

 本研究は，現状の管理体制を分析することが主

眼であった。しかし現状の体制が周辺の地域にと

って最適な体制であることは分析できておらず，

今後の課題となる。また管理方策の優先順位を地

域別に考察する研究が考えられるが，その際には

利害関係の定量評価が必要となる。
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Stakeholder Analysis for the comparison of the interests structures 
around seagrass beds 

Hidetomo TAJIMA, Osamu TAMARU and Mitsutaku MAKINO 

ABSTRACT: 
Optimal ways of management forward eelgrass beds areas are different in each area, because of 
their ecosystem and their culture. So, it is important to take the difference of the property in each 
eelgrass beds into account when we manage eelgrass beds and coastal town around eelgrass area. 
We investigated the structure of the interests around eelgrass beds areas in Notoro Lake and 
Osakikamishima Island in Hiroshima as typical objections to compare their structures. Each 
ecosystem services have regional difference, and there are some competitive relationship with other 
stakeholders in both of two areas. Many stakeholders used food supply service of the eelgrass beds 
in Notoro Lake area, and there are many stakeholders using various services of eelgrass beds in 
Osakikamishima Island area. In addition, there are weak conflicts between stakeholders in Notoro 
Lake, because of the strong management regime by fisher mainly for fisheries resource conservation 
(spawning/nursery ground, sheltering). On the other hand, there are relatively strong conflicts 
between stakeholders in Osakikamishima Island because of its weak management regime. We 
concluded the optimal ways of management forward eelgrass beds are different between north and 
south area. 
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